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ⅠⅠⅠⅠ    平成１８平成１８平成１８平成１８年度における取組みの成果年度における取組みの成果年度における取組みの成果年度における取組みの成果    

 

 １１１１    取取取取組み組み組み組み項目数と項目数と項目数と項目数と効果額効果額効果額効果額    

目  標 実実実実        績績績績    差  引 

項目数 目標額 項目数項目数項目数項目数    効果効果効果効果額額額額    項目数 差引額 

63 項目 339.1 百万円 60606060 項目項目項目項目    418.5418.5418.5418.5 百万円百万円百万円百万円    △ 3 項目 79.4 百万円 

（そのほか）市町村職員退職手当組合への加入 

1 項目 △85.2 百万円 1111 項目項目項目項目    196.5196.5196.5196.5 百万円百万円百万円百万円    ― 281.7 百万円 

 

２２２２    効果額効果額効果額効果額（約（約（約（約４１８．５４１８．５４１８．５４１８．５百百百百万円）万円）万円）万円）の主な内訳の主な内訳の主な内訳の主な内訳    

 目 標 実実実実    績績績績    差 引 

・市税滞納者に対する強制執行の強化

による徴収率の向上及び未納保育

料の徴収強化 

１７．７百万円 ６５．４６５．４６５．４６５．４百万円百万円百万円百万円    ４７．７百万円 

・補助金等の整理合理化及び扶助費の

抑制 
５５．２百万円 ６９．２６９．２６９．２６９．２百万円百万円百万円百万円    １４．０百万円 

・普通財産売却等による財源確保及び

広報紙等への広告掲載の実施 
３１．９百万円 ４０．６４０．６４０．６４０．６百万円百万円百万円百万円    ８．７百万円 

・管理職ポストの削減及び各事務事業

の見直し等による事務の効率化 
１５．１百万円 １５．８１５．８１５．８１５．８百万円百万円百万円百万円    ０．７百万円 

・職員数の削減、給料及び手当等の抑制 ２０９．２百万円 ２１０．３２１０．３２１０．３２１０．３百万円百万円百万円百万円    １．１百万円 

・内部管理費の徹底的節減による需用

費の削減 
１０．０百万円 １７．２１７．２１７．２１７．２百万円百万円百万円百万円    ７．２百万円 

計 ３３９．１百万円 ４１８．５４１８．５４１８．５４１８．５百万円百万円百万円百万円    ７９．４百万円 

 

（そのほか） 

・市町村職員退職手当組合への加入 
△８５．２百万円 １９６．５１９６．５１９６．５１９６．５百万円百万円百万円百万円    ２８１．７百万円 
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ⅡⅡⅡⅡ    主な主な主な主な具体的取具体的取具体的取具体的取組み組み組み組み    

  １１１１    財政の健全化財政の健全化財政の健全化財政の健全化及び職員の人材育成及び職員の人材育成及び職員の人材育成及び職員の人材育成    

項  目 実 施 概 要 所管部署 

（１）徴収体制の強化 

１ 適正課税の徹底 ・市税等の適正賦課の徹底を図るため、未申告者に対する申

告を促進し、扶養認否の調査を実施 

・法人市民税については、県税事務所と連携をとり申告状況

を照合し、申告漏れの削減に努めた。 

課 税 課 

・臨戸訪問の徹底を図るため、年度当初に滞納整理方針を策

定し、全滞納者を対象に、計画的な電話催告及び臨戸訪問

等を実施 

・個人住民税に係る一定要件の滞納整理事案について、県に

徴収を引継ぎ、税収の確保に努めた。 

【効果額：９．０百万円】 

・市税（市民税・固定資産税・軽自動車税）滞納者に対する

強制執行（不動産の差押）の強化等により、徴収率は前年

度を 2.8 ポイント上回る 86.8％となった。 

・徴収技術向上のため、国税局ＯＢの指導、市町村アカデミ

ーへの研修派遣を通じて、差押え等の実践的なノウハウの

レベルの向上・蓄積を図った。 

【効果額：５５．６百万円】 

収 納 課 

２ 徴収率の向上 

・保育料滞納者に対する督促の徹底により、未納保育料の 

徴収強化          【効果額：０．８百万円】 
こども育成課 

３ 納付方法の多様化 ・口座振替金融機関報奨金制度の検討 

納期内自主納付を推進するため、平成 18 年 10 月から口座

振替金融機関報奨金制度を導入 

収 納 課 

（２）補助金等の整理合理化及び扶助費の抑制 

・全補助金リストを作成し、重複支給や慣例的支給等の不適

切な支給の適正化を図るとともに、各種補助金の効果や必

要性を十分に精査し、整理合理化に努めた。 

財 政 課 

・中間市文化振興財団委託料の見直し 

指定管理者制度の導入で、より効果的な運営を行うことに

伴い、委託料の見直しを行う。【効果額：４．３百万円】 

生涯学習課 

・チャイルドシートの補助金廃止 

平成 12 年度に法的義務が課せられ、生活に定着化したこと

から補助制度を廃止     【効果額：０．５百万円】 

こども育成課 

・シルバー人材センターの補助金を見直し、同センターの経

営合理化を促すことで、平成 20 年度以降は、市補助金の規

模（対国庫補助金比率）を県内他市町村の平均以下に抑制

する予定          【効果額：２．３百万円】 

介護保険課 

１ 補助金等の 

整理合理化 

・全補助金について費用対効果を検証し、補助金額の見直し。 

               【効果額：６．３百万円】 
財 政 課 
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・敬老祝金の見直し 

現行の支給年齢 5 階層を 3 階層に改め、経費節減を図る。 

【効果額：３．６百万円】 

・敬老祝品の廃止 

事業効果を鑑み、90 歳以上の高齢者に支給している敬老祝

品を廃止          【効果額：０．９百万円】 

介護保険課 

２ 扶助費の抑制 

・生活保護の適正受給や在宅福祉事業の見直し。 

【効果額：５１．３百万円】 

保 護 課 

介護保険課 

健康増進課 

（３）その他の財源確保 

・広報紙等への広告掲載の実施 【効果額：０．９百万円】 総 務 課 

・普通財産貸付料の改定 

（市有地貸付料 1/100 から 2/100） 

＜負担調整措置＞ 

・Ｈ１８ 1.25 / 100 

・Ｈ１９ 1.5 / 100 

・Ｈ２０ 1.75 / 100 

・Ｈ２１ 2  / 100    【効果額：１．０百万円】 

１ その他の財源確保 

・普通財産売却のため、広報紙やホームページを通じ、未利

用市有地を民間に売却し、地域の活性化を図った。 

【効果額：３８．７百万円】 

管 理 課 

（４）能力・実績に基づく人事管理 

１ 昇任管理の適正化 
・昇任時の給与処遇の検討 

役付職員に昇任する際に、給与上のメリットを明確にするよう

な仕組みの検討を進め、責任ある職につくことに対する職員の

意欲を高める。 

総 務 課 

（５）活力ある職場づくり 

・職員意向調書の実施 

平成 18 年度から人事異動に際し、職員の希望する業務等を

記入する職員調書を実施 

１ 効果的な人事配置 

・事務系職員と技術系職員の人事交流促進 

職域が固定されがちな技術系職員について、事務系職場へ

配置するなど、職場の幅広い見識の涵養等の能力開発を図

るため事務系職員と技術系職員の交流を促進 

総 務 課 
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  ２２２２    協働の地域づくりの推進協働の地域づくりの推進協働の地域づくりの推進協働の地域づくりの推進    

項  目 実 施 概 要 所管部署 

（１）開かれた行政経営 

１ 行政の透明性確保 
・ホームページの充実 

市民との意見交換・情報交換の場として、市民参加・参画

を進めるための環境づくりを推進し、最新情報の提供を行

うとともに透明性の向上を図る。 

・パブリックコメント制度の導入 

市民と行政が一体となったまちづくりを推進させるため、

必要に応じて施策の企画・立案・策定において、幅広く市

民の意見を求め、市の施策に反映させるパブリックコメン

ト制度の導入を実施 

総 務 課 

・附属機関の委員選任等の適正化 

選任に当たっては、市民の幅広い意見や専門的視点からの

意見を反映することを鑑み、以下の内容を主とした委員の

選任基準を平成 17 年度中に定め、平成 18 年度からの運営

の適正化を図る。 

 

・委員の在任期間を 10年以内とすること 

・重複任用を 3機関までと制限すること 

・75 歳以上の任命を極力避けること 

・女性の積極的な登用に努めること 

・職員は任用しないこと 

・公募に努めること 等 

経営企画課 

２ 政策形成過程への

市民参加の促進 

・市長との地域懇談会の実施 

小学校 6校区ごとに実施し、市政への市民参加を促進 
総 務 課 

（２）推進体制 

・ボランティア・ＮＰＯ等の育成 

市内ＮＰＯ法人と中間市地域総合福祉会館を活動拠点とし

ているボランティア団体と、まちづくりに対する意見交換

等を行い、各関係機関との調整及び広報等による情報提供

に努めた。 

１ 市民と行政の 

新たな仕組み 

・地域コミュニティの制度研究 

・市民参加手法の導入 

多様化する市民ニーズに適切に対応していくため、市民と

行政の協働によるまちづくりを推進することを目的に「中

間市町内会及び公民館のあり方等に係る研究会」を設置 

市民協働課 
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  ３３３３    行政システムの簡素化・効率化行政システムの簡素化・効率化行政システムの簡素化・効率化行政システムの簡素化・効率化及び行政内部経費の見直し及び行政内部経費の見直し及び行政内部経費の見直し及び行政内部経費の見直し    

項  目 実 施 概 要 所管部署 

（１）事務の効率化 

１ 管理職ポストの削減 
・平成 18年 1 月から収入役を廃止 

【効果額：１１．５百万円】 
総 務 課 

（２）事務事業の見直し 

・生涯学習事業の一部見直し 

事業効果について再検証し、市民研修派遣事業等の生涯学

習事業の見直しを実施    【効果額：０．７百万円】 

生涯学習課 

・フレンドリーなかま事業経費の見直し 

受益者負担の公平性の観点から、参加者より自己負担金を

徴収            【効果額：０．４百万円】 

・キラキラなかまっ子事業経費の見直し 

受益者負担の公平性の観点から、参加者より自己負担金を

徴収、なお平成 18 年度をもって事業を廃止 

【効果額：０．２百万円】 

学校教育課 

・青少年に贈るコンサート事業の見直し 

補助事業等の有効活用により経費を節減 

【効果額：２．０百万円】 

生涯学習課 

１ 各事務事業の見直し 

・市民交通共済事業を見直し、対象年令を 67 才へ引き上げ。 

              【効果額：０．８百万円】 
市 民 課 

（３）議員定数及び報酬等の見直し 

１ 議員定数及び 

報酬等の見直し 
・議員駐車場使用料の徴収（月額 1,000 円） 

平成 18年 7 月から実施    【効果額：０．２百万円】 
議会事務局 

（４）職員数の削減 

１ 職員数の削減 ・全職員数５２７人（平成 17 年 4月 1 日）を５００人（平成

19 年 4 月 1 日）へと２７人（５.１％）削減 

【効果額：１３１．８百万円】 

総 務 課 

（５）職員の任用見直し 

１ 再任用職員の 

人事管理 

・再任用職員の適正配置 

再任用対象職員の経歴等を鑑み、当該職員の知識や経験が

活用できるよう１０人の再任用職員を配置 

２ 臨時職員等の 

任用見直し 
・臨時的任用職員の任用基準及び賃金等の見直し 

平成 18 年度から一部の資格職種を除く嘱託職員及び非常

勤嘱託職員の賃金を 5％削減 【効果額：５．２百万円】 

総 務 課 
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（６）給与の抑制等 

・給料表見直し 

職務・職責に相応した給料構造への転換等を目的とした給

与構造改革を行うため、平成 18 年度から新給料表を適用 

≪主な見直し内容≫ 

・給料表の水準を全体として平均 4.8％引き下げ 

・行政職 9 級制→7 級制 

・現行の号給を 4 分割   【効果額：２７．８百万円】 

・55 歳時特別昇給の廃止 

55 歳時の 1 号給特別昇給を平成 18 年度から廃止 

【効果額：１．０百万円】 

・初任給基準の見直し 

行政職等の初任給基準表を見直し、平成 18 年度採用職員か

ら国家公務員に準じた。   【効果額：０．２百万円】 

・再任用職員の給料見直し 

新給料表の適用に伴い、再任用職員の給料格付けを見直し、

給料の水準を 14.5％削減   【効果額：４．９百万円】 

・市長、助役等の給料削減を平成 17 年 4月から削減率を拡大

して継続実施 

≪削減率≫ 

市 長： 5％ → 10％減 

助 役： 5％ →  7％減 

教育長： 2.5％→ 4％減   【効果額：１．０百万円】 

１ 給与の抑制等 

・定年退職時特別昇給の廃止 

これまで実施してきた定年退職時の 1 号給特別昇給を廃止 

総 務 課 

・通勤手当の見直し 

通勤距離２km 未満の通勤手当を平成 17年 10 月から廃止 

【効果額：２．６百万円】 

・管理職手当の削減を引き続き実施（単年度効果：８．６百万円) 

≪管理職手当支給率≫ 

部 長 ：15％ → 12％ 

課 長 ：12％ → 10％ 

課長補佐： 9％ →  8％ 

・指定勤務手当の見直しを行い、平成 18 年度までに 13 の指

定勤務手当を廃止し、その他の 7 手当についても見直しを

実施            【効果額：３．１百万円】 

２ 手当の抑制等 

・調整手当等の削減 

地方自治法の改正に伴い、平成 17 年度で調整手当（3％）

を廃止、平成 18年度から地域手当（2％）を新設 

【効果額：２４．３百万円】 

総 務 課 
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・旅費日当の見直し 

平成 18 年度から旅費日当を約 50％削減 

【効果額：１．４百万円】 

・永年勤続表彰の廃止 

勤続年数に応じて実施していた永年勤続表彰を平成 18 年

度から廃止         【効果額：２．１百万円】 

・時間外勤務の縮減 

時間外勤務の事前命令を徹底及び業務の効率化や職員の事

務分担を適宜見直し、時間外勤務を抑制 

３ その他旅費等の

見直し 

・職員厚生会負担金の抑制 

職員厚生会への負担金について、平成 15年度から実施して

いる事業主負担（2/1000）を平成 21 年度まで抑制 

総 務 課 

（７）民間委託の推進 

１ 公の施設の 

運営委託 
・指定管理者制度の導入 

平成 18 年度から指定管理者制度を導入し民間活力等によ

り、さらなる効率的・効果的な施設運営に努めた。 

≪指定管理者制度導入施設≫ 

・松ヶ岡ディサービスセンター 

・太陽の広場 

・なかまハーモニーホール等 

10 の体育文化施設  【効果額：１．６百万円】 

経営企画課 

・ 
各施設管理課 

・民間委託を検討するに当たって、指針となるガイドライン

を策定し、全ての事務事業について検討 

経営企画課 

・ 

関 係 課 

２ 事務事業の 

民間委託 

・小中学校民間警備委託 

小中学校の警備の見直しを行い、機械警備等の効率的運用

の実施           【効果額：３．３百万円】 

教育総務課 

（８）財務の透明化 

１ 分かりやすい 

財務諸表の作成 
・バランスシート等の作成 

財政状況がよりわかりやすく、より多角的に理解できるよ

うバランスシート（総務省様式）を作成し公表、また、国

の指針に基づき平成 20年度決算分から「貸借対照表」「行

政コスト計算書」「資金収支計算書」「純資産変動計算書」

の 4 表の公表する予定 

財 政 課 
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（９）内部管理費の見直し 

・委託料の見直し 

経費の徹底的節減を図るため、あらゆる委託契約について

見直しを行い、委託料を削減 【効果額：６．８百万円】 

・需用費の見直し 

内部経費の徹底的節減を図るため、光熱水費等の需用費を

削減            【効果額：８．９百万円】 

財 政 課 

関 係 課 

１ 内部管理費の 

見直し 

・消防職員の被服等の貸与に関する規則の見直し 

経費節減の観点から、被服等の使用期限を延長 

【効果額：１．５百万円】 

消防本部 

２ その他 ・市町村職員退職手当組合への加入 

団塊の世代の退職による多大な財政負担を平準化するた

め、福岡県市町村職員退職手当組合に加入 

            【効果額：１９６．５百万円】 

総 務 課 

 


